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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第４期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第３期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 85,144 326,199

経常損失(△）（千円） △47,677 △275,968

四半期（当期）純損失（△）（千円） △44,691 △266,770

純資産額（千円） 441,403 482,463

総資産額（千円） 614,593 512,384

１株当たり純資産額（円） 4.75 5.51

１株当たり四半期（当期）純損失金額

（△）（円）
△0.73 △4.36

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 47.3 65.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△41,662 △192,425

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△34,171 205,832

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ －

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（千円）
195,834 273,970

従業員数（人） 29 13

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失が計上されているため記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容についての重要

な変更はありません。

　商事事業において、化粧品・理美容関連等の新規取扱商品及び販路を拡大することを目的に、株式会社ウエルネスの

全株式を取得し、当社の子会社としました。これに伴い、当社の子会社が１社増加しました。

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容

議決権の所有割
合
又は被所有割合

(％)

関係内容

（連結子会社）

株式会社ウエルネス
　

東京都豊島区 10 商事事業 100 役員の兼任３名

（注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 29 〔1〕

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を［　］外数で記載し

ております。

２．従業員数が当第１四半期連結会計期間において16名増加しましたのは、商事事業に株式会社ウエルネスが

新たな連結子会社として増加したことによるものです。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 4 〔-〕　

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第１四半期会計期間の平均人員を［　］外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【販売及び仕入の状況】

（1）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

教育事業（千円） 9,060

衛星放送事業（千円） 72,845

商事事業（千円） 370

その他（千円） 2,867

合計（千円） 85,144

　（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第１四半期連結会計期間
  （自　平成20年４月１日
  至　平成20年６月30日）

販売高（千円） 割合（％）

株式会社スカイパーフェクト・コミュニ

ケーションズ 
42,559 50.0

（2）仕入実績

当第１四半期連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

教育事業（千円） －

衛星放送事業（千円） 70,863

商事事業（千円） 213

その他（千円） －

合計（千円） 71,076

　（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

        ２．金額は実際仕入価格によっております。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、企業収益の悪化や輸出及び生産の弱含みが見られるなど、景気

回復は足踏み状態が続きました。また、教育事業や衛星放送事業などの当社グループを取り巻く事業環境につきまし

ても、企業の設備投資に慎重な姿勢が見られるなど、引き続き厳しい事業環境となりました。

　このような環境の下、当社グループの業績は、教育事業が伸び悩む中、商事事業につきましては、化粧品等の理美容品

関連商材を取り扱う株式会社ウエルネスの全株式を取得し連結子会社としたことで今後の事業拡大を目指しており

ます。同社が連結子会社となったことによる業績への影響につきましては、第２四半期連結会計期間以降の同事業へ

の収益寄与を見込んでおります。また、衛星放送事業につきましては、番組視聴者の新規獲得に向けた活動を行ない、

引き続き堅調な業績推移を維持して参りました。

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間の連結売上高は85百万円（前年同期は79百万円）、営業損失は49百万円（前

年同期は70百万円の営業損失）、経常損失は47百万円（前年同期は72百万円の経常損失）、四半期純損失は44百万円

（前年同期は65百万円の四半期純損失）となりました。

　当第１四半期連結会計期間における当社グループの事業の種類別セグメントの概況は以下のとおりであります。

 ① 教育事業

　教育事業につきましては、私立校の広報責任者や実務担当者向けのセミナー開催を行ない、生徒募集のための販促物

の制作等の販売企画提案、教材販売のルート開拓や制作準備に関する活動や企業向けコンサルティングなどを行ない

ました。その結果、教育事業の売上高は９百万円となりました。

 ② 衛星放送事業

　衛星放送事業につきましては、引き続きスカイパーフェクＴＶ！との共同による「無料モニターキャンペーン」を

実施し番組視聴者獲得を目指した活動を行ないました。その結果、衛星放送事業の売上高は72百万円となりました。

 ③ 商事事業及びその他事業

　商事事業及びその他事業につきましては、国内においては、理美容関連の消耗品商材の継続的な販売を目指して営業

活動を行ないました。新たに連結対象となる株式会社ウエルネスにつきましては、既存の理美容店舗に対する消耗品

商材の法人営業の継続、新規取扱店舗の営業開拓を行なっております。また、海外においては、中国国内にある日系企

業に対して営業活動を行ないましたが、大幅な売上獲得には至っておりません。その結果、商事事業及びその他事業の

売上高は３百万円となりました。

（2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は614百万円（前期末比19.9％増）となりました。流動資産517百万円（同

19.4％増）、固定資産97百万円（同23.2％増）、流動負債154百万円（同673.4％増）、固定負債18百万円（同88.0％

増）、純資産合計441百万円（同8.5％減）となりました。

　増加要因につきましては、当第１四半期連結会計期間末において、株式会社ウエルネスが連結子会社に含まれたこと

により増加したものです。

（3）キャッシュ・フローの状況　

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因につきましては、税金等調整前四

半期純損失が45百万円であったことなどから、営業活動によるキャッシュ・フローが△41百万円となりました。投資

活動によるキャッシュ・フローにつきましては、短期貸付金の増加55百万円などにより△34百万円となりました。

　以上の要因によりまして、当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物残高は195百万円となりました。

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが化粧品・理美容関連等の新規取扱商品を拡大することを目的

に当該事業を行っている株式会社ウエルネスを子会社化したことにより、同社の本社が新たに当社グループの主要な

設備となりました。その設備の状況は、次のとおりであります。

国内子会社 　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱ウエルネス
本社

（東京都豊島区）
商事事業

総括・
販売業
務施設

－ 1,007
8,000

（255.52）
560 9,568 15

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 229,320,000

計 229,320,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 61,198,906 61,198,906 ジャスダック証券取引所 －

計 61,198,906 61,198,906 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

  株式会社エスコムが旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　なお、同社は平成17年６月29日開催の第38回定時株主総会において、株式移転によりジェイ・エスコムホールディ

ングス株式会社（以下「当社」という。）の完全子会社となることを承認決議され、当社が新株予約権のかかる義

務を承継いたしました。また、平成18年12月25日開催の当社臨時株主総会において、新株予約権を行使することがで

きる期間を平成21年12月26日までとする、行使条件の一部変更が決議されております。　

     ①　平成14年12月９日取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 16,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 16,500,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 44

新株予約権の行使期間
自　平成14年12月27日

至　平成21年12月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　  　　46

資本組入額　 　 23

新株予約権の行使の条件 定めない

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡する場合には当社取締役会の承認を条件とする

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

 株式移転後の当社が旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 ②　平成18年２月24日臨時株主総会決議

　
第１四半期会計期間末現在 
（平成20年６月30日） 

 新株予約権の数（個） 4,480
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第１四半期会計期間末現在 
（平成20年６月30日） 

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

 新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,480,000

 新株予約権の行使時の払込金額（円） 43

 新株予約権の行使期間
自　平成20年３月１日

至　平成27年２月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　43

資本組入額　 　22 

 新株予約権の行使の条件

①　当社または当社関係会社の取締役、監査役あるいは従

業員として新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時に

おいても、当社または当社関係会社の取締役、監査役ある

いは従業員の地位にあること、また、当社または当社関係

会社の取引先・提携先あるいはこれらの関係当事者とし

て割当を受けた者は、権利行使時においても、当社または

当社関係会社の取引先・提携先あるいはこれらの関係当

事者としての地位にあることを要するものとする。

②　新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものと

する。

③　新株予約権者が死亡した場合は、取締役会の承認によ

り新株予約権者の相続人が行使することができる。

④　その他の行使条件については、取締役会決議に基づき、

当社新株予約権割当の対象者との間で締結する「新株予

約権付与契約」の定めるところによる。

 新株予約権の譲渡に関する事項 　譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。 

 代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

   当社が会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

  ③　平成19年６月29日定時株主総会決議

　
第１四半期会計期間末現在 
（平成20年６月30日） 

 新株予約権の数（個） 5,000

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

 新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,000,000

 新株予約権の行使時の払込金額（円） 31

 新株予約権の行使期間
自　平成21年７月21日

至　平成29年７月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　31

資本組入額　　 16

 新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権者の相続

人による本新株予約権の相続を認めるものとする。

②　新株予約権の質入その他の処分は認めないものとす

る。

③　その他の行使条件は、当社と新株予約権者との間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

 新株予約権の譲渡に関する事項 　当該新株予約権の譲渡はできないものとする。 
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第１四半期会計期間末現在 
（平成20年６月30日） 

 代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）

 （注）当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を

総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存する新

株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項

第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞ

れ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行す

るものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

 　　① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の　

数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案の上、当該新株予約権の募集事項の定めに準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整した再編

後払込金額に、上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤ 新株予約権を行使できる期間

　当該新株予約権の募集事項に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生

日のうちいずれか遅い日から、当該新株予約権の募集事項に定める新株予約権を行使することができる期間の満了

日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項は、当該新株予

約権の募集事項の定めに準じて決定する。
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 　　⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧ 新株予約権の取得条項

　当該新株予約権の募集事項の定めに準じて決定する。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式総

数増減数

（株）

発行済株式総

数残高（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金増

減額（千円）

資本準備金残

高（千円）

平成20年４月１日～

平成20年６月30日　
－ 61,198,906 － 875,196 － 436,864

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において大株主の異動は把握しておりません。

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　61,197,000 61,197 －

単元未満株式 普通株式　　　 1,906 － －

発行済株式総数 61,198,906 － －

総株主の議決権 － 61,197 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,473,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1,473個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 24 25 47

最低（円） 19 19 23

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、アスカ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成２０年６月３０日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成２０年３月３１日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 195,834 273,970

受取手形及び売掛金 65,890 1,005

たな卸資産 37,264 898

短期貸付金 205,000 150,000

その他 18,767 9,771

貸倒引当金 △5,414 △2,227

流動資産合計 517,343 433,418

固定資産

有形固定資産 ※
 36,035

※
 26,676

無形固定資産

のれん 3,783 －

その他 4,884 642

無形固定資産合計 8,667 642

投資その他の資産

差入保証金 50,921 50,251

その他 61,372 53,450

貸倒引当金 △59,746 △52,055

投資その他の資産合計 52,547 51,647

固定資産合計 97,250 78,966

資産合計 614,593 512,384

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 114,893 54

短期借入金 2,400 －

未払法人税等 4,402 4,534

賞与引当金 9,078 4,100

その他 23,728 11,289

流動負債合計 154,502 19,978

固定負債

その他 18,687 9,942

固定負債合計 18,687 9,942

負債合計 173,189 29,921
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成２０年６月３０日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成２０年３月３１日）

純資産の部

株主資本

資本金 875,196 875,196

資本剰余金 436,864 436,864

利益剰余金 △1,021,339 △976,648

自己株式 △61 △61

株主資本合計 290,658 335,350

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △209 1,972

評価・換算差額等合計 △209 1,972

新株予約権 141,893 133,699

少数株主持分 9,060 11,441

純資産合計 441,403 482,463

負債純資産合計 614,593 512,384
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 85,144

売上原価 71,098

売上総利益 14,045

販売費及び一般管理費 ※
 63,874

営業損失（△） △49,829

営業外収益

受取利息 2,140

雑収入 11

営業外収益合計 2,151

経常損失（△） △47,677

特別利益

前期損益修正益 2,498

特別利益合計 2,498

特別損失

貸倒引当金繰入額 44

特別損失合計 44

税金等調整前四半期純損失（△） △45,222

法人税、住民税及び事業税 915

法人税等合計 915

少数株主損失（△） △1,446

四半期純損失（△） △44,691
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △45,222

減価償却費 358

貸倒引当金の増減額（△は減少） 872

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,280

受取利息及び受取配当金 △2,140

株式報酬費用 8,194

売上債権の増減額（△は増加） △3,055

たな卸資産の増減額（△は増加） 22

仕入債務の増減額（△は減少） 25

その他 △2,370

小計 △41,036

利息及び配当金の受取額 1,203

法人税等の支払額 △1,830

営業活動によるキャッシュ・フロー △41,662

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △242

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

21,071

短期貸付金の増減額（△は増加） △55,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △34,171

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,301

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △78,135

現金及び現金同等物の期首残高 273,970

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 195,834
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　当社グループは、当第１四半期連結会計期間において、連

結営業キャッシュ・フローがマイナス41百万円となり、当

第１四半期連結会計期間に49百万円の連結営業損失を計

上した結果、利益剰余金のマイナス（△10億21百万円）を

計上しております。当該状況により、継続企業の前提に関

する重要な疑義が生じております。　

　四半期連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を

解消すべく、平成20年度の事業計画を策定し、当社グルー

プにおけるＭ＆Ａの成立を目指し、株式会社エスコムの教

育事業の売上拡大、ビジネスモデルの構築を進めることに

より、営業収益確保をして参ります。商事事業においては、

中国市場という競合性の激しい市場で、利益の確保に向け

た海外現地法人への営業活動をする傍ら、国内において、

理美容関連商材の販売による営業収益確保をして参りま

す。財務面におきましては、自己資本比率が47.3％となり、

当面の資金繰りについて支障はありませんが、今後も財務

キャッシュ・フローの改善に努めて参ります。また、当社

グループでは、平成20年５月27日付で株式会社ウエルネス

の全株式を取得し子会社化いたしました。今後も引続き、

業務提携・資本提携を通じ、積極的な経営を目指します。

　四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸

表には反映しておりません。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

（1）連結の範囲の変更

　　当第１四半期連結会計期間より、株式会

社ウエルネスの全株式を新たに取得し

たため、連結の範囲に含めております。

なお、みなし取得日を当第１四半期連結

会計期間末日としているため、当第１四

半期連結会計期間は四半期貸借対照表

のみを連結しております。

（2）変更後の連結子会社の数

　　５社

２．たな卸資産の評価に関す

る会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号　平成18年７月５日）を適用して

おります。評価基準につきましては、原価法

から原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

変更しております。

　なお、この変更に伴う損益に与える影響は

ありません。

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　前連結会計年度決算において算定した貸

倒実績率の合理的な基準を使用して一般債

権の貸倒見積高を算定しております。

　

２．たな卸資産の算定方法 　実地棚卸を省略し前連結会計年度に係る

実地たな卸高を基礎として合理的な方法に

より算定しております。また、たな卸資産の

簿価切下げに関しては、収益性の低下が明

らかなものについてのみ正味売却価額を見

積り、簿価切下げを行なう方法によってお

ります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、20,160千円でありま

す。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、19,528千円でありま

す。

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 10,275千円

給料・賞与 13,577 

賃借料 6,418 

株式報酬費用 8,194 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）
 （千円）

現金及び預金勘定 195,834

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 195,834
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 61,198,906株

　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  906株

　

３．新株予約権等に関する事項

　（1）第１回新株予約権
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数 16,500千株 
新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　
33,000千円　

（2）第５回新株予約権

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数 4,480千株 
新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　
77,773千円　

　（3）第６回新株予約権
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数 5,000千株 
新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　
31,120千円　

（注）第６回新株予約権は権利行使期間の初日が到来しておりません。

　

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

　

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）              　 （単位：千円）

 教育事業
衛星放送
事業

商事事業  その他 計
消去又は
全社

連結

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 9,060 72,845 370 2,867 85,144 － 85,144

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － － －

計 9,060 72,845 370 2,867 85,144 － 85,144

営業利益（又は営業損失△） △13,561 236 △10,714 △1,551 △25,590 △24,239 △49,829

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品等

事業区分 事業内容

教育事業 中学校教材、高校受験教材、大学受験教材、小学校教材、学習塾教材、家庭教師用

教材、小学生及び中学生対象のインターネット学習システムの編集・制作・販

売、教師向けセミナー、企業向けコンサルティング

衛星放送事業 デジタル衛星放送による中学校教科書別学習講座の制作・放送

商事事業 事務用品の制作・販売、カタログ販売、文房具および事務機消耗品の通信販売事

業、化粧品等の販売

その他 貸付金による利息収入等のファイナンス事業

　

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。

　

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

パーチェス法の適用

１．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式並びに結合

後企業の名称及び取得した議決権比率

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社ウエルネス

事業の内容　　　　　医薬品及び医薬部外品の販売、医療器具及び医療器具部品の販売、化粧品の販売

（2）企業結合を行った主な理由

当社グループにおいて、化粧品・理美容関連等の新規取扱商品を拡大すること。また、安定的な収益確保と今後

の連結業績への寄与が見込まれることを目的といたします。

（3）企業結合日

平成20年６月30日

（4）企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称

企業結合の法的形式　　株式取得による子会社化

結合後企業の名称　　　株式会社ウエルネス

（5）取得した議決権比率

100％

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

該当事項はありません。

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 株式会社ウエルネスの普通株式 13,000千円

取得原価 　 13,000千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

3,783千円

（2）発生原因

主として株式会社ウエルネスが化粧品販売事業を展開する地域における間接業務の効率化によって期待される

超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

５年間で均等償却

５．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結累計期間に係る四半期連結損益

計算書に及ぼす影響の概算額

売上高　　　　　　　129百万円

経常利益　　　　　　　5百万円

四半期純利益　　　　　4百万円

なお、影響の概算額については監査証明を受けておりません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 4.75円 １株当たり純資産額 5.51円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△0.73円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額  

四半期純損失（△）（千円） △44,691

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △44,691

期中平均株式数（千株） 61,198

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　－
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　株式取得による会社等の買収について

　平成20年７月31日開催の取締役会において、株式会社モール・オブ・ティーヴィーの株式の一部を取得し、同

社を持分法適用関連会社とすること及び同社との間で業務提携を行なうことを決定いたしました。

　・取得する持分法適用関連会社の概要（平成20年３月31日現在）

　  １ 商      号　　  株式会社モール・オブ・ティーヴィー

　　２ 代  表  者　　  代表取締役　指方　健治

　  ３ 本店所在地　　  東京都港区西新橋一丁目１番３号

　  ４ 設立年月日　　  平成８年６月７日

　  ５ 主な事業内容　　ＣＳ衛星デジタル放送による委託放送事業

         　            ＴＶショッピング専門チャンネルの企画、運営及び通信販売事業

         　            テレビ番組・ラジオ番組の企画、制作、販売

　  ６ 事業年度の末日  ３月31日

　  ７ 従 業 員 数　   11名

　  ８ 主な事業所　　  東京都港区（本社：東京都港区西新橋一丁目１番３号）

　  ９ 資本金の額　  　874百万円

　  10 発行済株式数　　39,947.1株

　  11 大株主構成及び所有割合

          株式会社イー・プレイヤーズ                43.72％

　　　  　株式会社ジャック 　　　　　               18.98％

　　　　　株式会社エムティーシーアイ                 3.01％

          ベンチャー・リヴァイタライズ証券投資法人   2.75％

          株式会社エスコム                           2.00％

          三崎商事株式会社                           2.00％

　・株式の取得先

　　１ 商　　　号　　  株式会社イー・プレイヤーズ

　　２ 代  表  者　  　代表取締役　伊藤　建

　  ３ 本店所在地　  　東京都港区赤坂六丁目15番11号

    ４ 主な事業内容　　テレビ番組・ラジオ番組の企画、制作、販売

                       新聞・雑誌等の出版物の企画、制作、販売

                       インターネットを活用した、企画立案、運用、保守、管理

　・取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況

　　１ 異動前の所有株式数　　　　　－株（所有割合　　－％）　　（議決権の数　　　－個）

　　２ 取得株式数　　        　 8,000株（取得価額　　72百万円）（議決権の数　 8,000個）

　　３ 異動後の所有株式数　　　 8,000株（所有割合 20.03％）　　（議決権の数　 8,000個）

　・株式取得の時期

　　　平成20年８月１日

　・株式の取得及び業務提携の目的

      ＴＶショッピング放送枠、インターネット、通信販売など販路の拡大を行なうこと。また、当社グルー

    プが保有する理美容関連商材と株式会社モール・オブ・ティーヴィーが得意とする健康食品などの商品調

    達面の協力を行なうことを目的とします。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社(E05543)

四半期報告書

25/26



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月14日

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社

取締役会　御中

アスカ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　大丸　㊞

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 法木　右近　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジェイ・エスコム

ホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平

成20年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジェイ・エスコムホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当第1四半期連結会計期間にマイナス41百万円の連

結営業キャッシュ・フロー及び49百万円の連結営業損失を計上しており、利益剰余金がマイナス10億21百万円となっ

ている。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営者の対応等は当

該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響

を四半期連結財務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年7月31日開催の取締役会において、株式会社モール・オブ

・ティーヴィーの株式を取得し、関連会社とすることを決議している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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